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１．はじめに

土木学会では、2001 年に継続教育（CPD：Continuing Professional Development）制度を創設し、土木技

術者の能力・資質向上の一助となるよう運営を行っている。継続教育実施委員会では、土木技術者の教育機会

提供の観点から、土木学会自らが主催する学習プログラムのほか学会以外が主催する学習プログラムを土木学

会提供のプログラムと同等と認定することで教育機会の確保に努めている。これまでに開催された認定プログ

ラムの情報の集計結果から開催地域の偏在傾向が明らかになり、地方に居住する学会員・CPD メンバーの学習

機会確保の重要性が高まっている。また、新型コロナ感染の拡大に伴って、土木学会主催の講習会においても、

開催中止や開催方法の変更を余儀なくされている。本稿では、土木学会認定 CPD プログラムの開催地域の偏在、

土木学会における e-ラーニング事業の現況、コロナ禍における認定プログラムの開催状況と開催形態につい

て報告する。

２．土木学会認定 CPD プログラムの開催地域の偏在

2018 年の第 73 回年次講演会において、土木学会認定 CPD プログラム（以下、認定プログラム）の開催地域

の偏在について報告を行った１）。2015 年から 2017 年度の 3 か年について、都道府県別の開催件数を集計した

結果、全体の 4 割を東京都・大阪府での開催が占めている一方、年間の開催件数が 10 件未満であるのは 24

県に達することが分かった。開催件数の上位 10 都道府県で全体の 75％、上位 20都道府県で 90％となってい

る。順位の変動はあるが、件数上位 10 都道府県の顔ぶれに変化はない。

地方に居住する学会員の方からの、認定プログラムが大都市に集中し、地方で認定プログラムの受講機会が

非常に少ないという指摘の解消はできていない状況にあった。

３．土木学会における e-ラーニング事業の現況

地方における認定プログラムの受講機会の拡大を目指し、2018 年度より、継続教育実施委員会では、e-ラ

ーニングの本格運用に向けた検討を進めてきた。土木学会で行っている e-ラーニング事業は、JMOOC（日本オ

ープンオンライン教育推進協議会）提供の無料オンライン講座と、販売委託したベンダーが配信する有料オン

ライン講座がある。

JMOOC による e-ラーニングでは、2019 年度に、「土木情報学入門」、「比較自然災害学」を開講した。「土木

情報学入門」は 2020 年度においても、5/7 に再開講をして、 申込者数 1031 名、ログイン数 819 名、修了者

数 419 名、修了率 40.6%）となった。

一方、ベンダ―が配信する e-ラーニングでは、2020 年度、舞鶴高専ｉＭｅｃ（社会基盤メンテナンス教育

キーワード 継続教育、CPD、CPD 認定プログラム、技術者教育
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表１ 2017 年中に開催された認定プログラムの都道府県別件数と対前年比較
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センター）がコンテンツ製作した事前学習向けの講座を、ベンダーが配信する形で 5/22 に開講し、申込者数

44 社 277 名（12 月末時点）となった。

４．コロナ禍における土木学会認定 CPD プログラムの開催形態の変化

図１に 2017 年から 2020 年の認定プログラムの開催地域別の件数を示す。2017 年から 2019 年にかけて、認

定プログラムの件数は増加傾向にあった。しかしながら、認定プログラムは、関東地区や関西地区で 50％以

上を占め、地方における認定プログラムの受講機会が

依然として少ない。一方、コロナ禍になった 2020 年（1

～12 月）の認定プログラム件数は、2019 年の 1,627

件に対し、2020 年は 1,006 件と 4 割減少した。このよ

うに全体で 4割減少している中で、関東地区の開催件

数は 2019 年の 602 件に対し、2020 年は 502 件と 2 割

の減少に留まる一方、関東を除く他の地域の認定件数

は大幅に減少している。この要因については、今後、

分析を進めていきたい。

2020年に認定したプログラムの形態をWEB配信方式

と従来型の対面方式で分類すると、図２に示す通りと

なり、WEB 配信方式が 64％を占める（2019 年以前の記

録はないが、WEB 方式による開催は少ないと考えられ

る）。コロナ禍になり、図らずも WEB 配信方式が普及す

ることになった。プログラム開催地域の偏在はコロナ

禍前後で変わりはないが、WEB 配信方式の普及により、

地方に居住される学会員・CPD メンバーの受講機会は

拡大した可能性がある。これらの傾向を把握するため、今後、CPD の受講

登録件数やプログラ受講件数が、コロナ禍の前後でどのように変化したか

の分析を行っていきたい。コロナ禍において、大学における講義、土木学

会の各種委員会、職場内の会議はオンライン化が進み、コロナ禍が沈静化

しても、オンライン化の傾向は少なからず継続することが予想される。従

って、認定プログラムの開催も、ある程度の割合で、WEB 配信方式で行わ

れると考えられる。

継続教育実施委員会において、オンライン方式、オンデマンド方式など

多様な形の講習会に対して、プログラムの認定方法、CPD 単位、受講確認方

法など検討を続けていく。

５．新制度・新システムの運用開始

継続教育実施委員会・技術推進機構では、2017 年度から CPD 制度の見直しに着手し、2019 年 4 月に制度見

直しの方向性を公表し、2021 年 4 月に新制度の適用開始を予定していた。新制度導入後、利用者の更なる利

便性向上のための新システムの導入を行っていく予定であった。しかしながら、現システムに新制度を導入す

る際のシステム上の問題の発生や新型コロナ感染症の拡大等から、スケジュールの見直しを 2020 年 6 月に行

い、新制度の適用開始と新システムの運用開始の時期を入れ替え、新システムの運用開始は 2021 年 5 月、新

制度の適用開始は 2023 年 4 月を予定している。
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開催地域別認定件数

図１ 開催地域別の認定件数

図２ 開催方法の分類（2020 年）
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